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◆企業短期経済観測調査（短観）～12月～　　12月14日（日本銀行） 

　・全国大企業の業況判断Ｄ．I．（「良い」-「悪い」）は製造業で２１（前期１９、先行き１９）。非製造業は１７（前期１５、先行き１

７）。 

　・雇用人員判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」-「不足」）は、大企業全産業でマイナス２（前期マイナス２、先行きマイナス５）。  

◆雇用動向調査～平成17年上半期～　　12月15日（厚生労働省） 

　・入職率は１０．３％（前年同期９．１％）、離職率は９．９％（同８．９％）で、前年同期に比べ、入職率、離職率がそれぞれ１．２ポ

イント、１．０ポイント上昇。  

　・離職理由は、「経営上の都合」が７．７％（同９．２％）と前年同期に比べ低下。 

◆法人企業景気予測調査～10-12月～　　12月26日（内閣府・財務省） 

　・従業員数判断ＢＳＩ（「不足気味」－「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業いずれも引き続き「不足気味」超と

なっている。 

◆平成17年国勢調査～要計表による人口～　　12月27日（総務省） 

　・我が国の人口は１億２，７７６万人、５年前に比べ８３万人の増加。1年前の推計人口に比べ２万人の減少。我が国の人口

は減少局面に入りつつあると見られる。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

12月11日～1月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

労働組合基礎調査～平成17年～　　12月14日（厚生労働省） 

～推定組織率は11年連続の減少～ 
　平成17年6月30日現在における労働組合数は61,178組合で、前年に比べ1,627組合減となった。また労働組合員数は
1,013万8千人と、前年比17万1千人、1.7％減となり、11年連続の減少となった。この結果、雇用者に占める労働組合
員数の割合である推定組織率は18.7％と、前年の19.2％に比べ、0.5ポイント低下した。 
前年に比べ、減少が大きかった産業は、製造業7万2千人減（対前年比2.6％減）、公務3万人減（同2.5％減）となっ
ている。 
　一方、労働組合員のうちパ
ートタイム労働者についてみ
ると、38万9千人と前年に比
べて、7.3％増加し、全労働
組合員数に占める割合は3.9
％となった。 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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就業者数 雇用者数 
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資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2カ月前からの3カ月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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無回答の扱い 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　調査結果表を見ると、無回答という項目をみかけることがよくあります。 
　これは、収入や貯蓄など個人や家庭のプライベートな設問に答えたくないとか、設問数が多いために記
入負担が大きいことから一部の質問にしか答えない、などの理由で無回答となるためですが、調査票を集
計するにあたっての対応としては、次の２つが考えられます。 
１　無回答は無回答として表章する 
２　無回答をなんらかの情報を用いて回答肢に按分し、無回答を表章しない 
１　無回答は無回答として表章する場合 
　官公庁、民間シンクタンクなどでは、「望ましい働き方」についての意識調査を行うことがあります。
架空の例として、望ましい働き方について調査を行い、その結果が図表１のようになり、無回答が10%とい
う結果を得たとします。 
　通常、このような場合は無回答の按分は行いません。これは、無回答そのものが意味を持ちうるためです。
望ましい働き方としては正社員が最も多く、次いでパートが多い、ということのほかに、次のように考え
ることができるからです。 
「10,000人のうち1,000人が無回答」→「「その他」と合わせると３割の人が明らかでない」→「「その他」
と「無回答」について詳細に調べる必要がある」 
　無回答をほかの回答肢に按分してしまうと、このような考察ができず、第一に正社員が望ましく、次い
でパートが望ましい、・・・ということのみに情報が集約されてしまいます。 
　また、このような調査では、数よりも全体に占める割合を重視することがあります。つまり、「3,000人
が正社員を望んでいる」より「全体の１／３が正社員を望んでいる」という情報が重要なのです。構成比
を算出する際には、無回答を按分する必要はありません。そのため、このような調査では通常無回答の按
分を行いません。 
２　無回答をなんらかの情報を用いて按分し、無回答を表章しない場合 
　次に、無回答をほかの回答肢に按分する場合を考えてみましょう。先ほどの例で、無回答を按分しない
理由として、 
　・無回答そのものに意味がある 
　・人数そのものよりも、全体に占める割合に意味がある 
の２つがありましたが、ということは、反対に、集計結果において 
　・無回答そのものにはそれほど意味がない 
　・割合よりも人数に意味がある 
というような時は無回答の按分を行う場合があります。例えば、年齢階級別人口における年齢不詳の扱い
がそれに当たります。先の望ましい働き方の調査と違い、年齢階級別での集計においては、年齢不詳その
ものにあまり意味がありません。 
　さらに年齢不詳がある場合、年齢階級別人口と年齢階級別労働力人口から年齢階級別労働力率を算出す
る場合、年齢不詳の人口をどのように扱えばよいのかという問題が発生してしまいます。通常、この場合は、
年齢不詳の内訳は集計された年齢構成と同じであるとみなして按分補正することとしています（図表２参照）。 
　このように、他の指標を算出するための基礎数値となりうるものについては、無回答を表章しない場合
があります。 


